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研究成果の概要（和文）：本研究によって明らかにされた研究成果は、次項示す発表論文リスト
にあるように膨大にある。その主要なものは、１）地方財政と地域間格差に関するもの、２）
教育政策と格差に関するもの、３）都市政策と地域間格差に関するもの、４）労働市場分析に
よる格差要因分析に関するもの、５）ソーシャルキャピタル論を用いた地域間格差是正政策に
関するもの等である。特に、これまで経済政策に関する議論の中で十分取り扱われてきていな
かった、コミュニティ機能等の社会的システムとその機能を最大限活性化させ、地域間格差是
正を図ることが、重要な方向性となることが明らかとなっている。 
 

研究成果の概要（英文）：The research outputs of the projects are huge as is shown in the 
lists of publications and conference presentations. The main issues are as follows: 1) 
the issues on the relation between the local finance and the interregional inequality, 
2) the issues on the education policy and the interregional inequality, 3) the issues 
on the urban policy and interregional inequality, 4) the issues on labor policy and the 
interregional inequality, 5) the issues on social capital and the interregional 
inequality. Especially, we concluded that the effective utilization of the social 
functions given to community would be important policy for solving the problems of 
interregional inequalities. 
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１．研究開始当初の背景 

現在、社会における格差の拡大が重要な問
題として、多くの議論を引き起こしている。
橘木は、業績リストにあるように、これまで
分配の不平等に関する研究を長年に亘って
蓄積してきており、個人間の所得格差に関し
ては、数多くの研究成果を発表してきている。
しかしながら、格差が生じる要因をすべて個
人間における能力・家庭環境等の個人的要因
に帰すことは必ずしもできず、地域間格差を
生じさせるマクロ的要因についても検討す
る必要があると考えられる。 

 

２．研究の目的 

本研究では、地域間格差に関する要因の分
析と政策的対応について分析を進める。地域
間格差の要因としては、地域間における資本
及び人的資本等の資源賦存の偏在、地理的・
環境的要因などが挙げられる。地域間格差が
発生する本質的要因は、人的資本を中心とし
た生産要素の移動が格差を縮小する方向に
起きず、むしろ偏在化を強めるような力が働
いていることによると考えられる。本研究の
主要な目的は、地域生産所得および地域分配
所得を決定する要因を分析し、それらの要因
が地域間格差にどのような影響を与えるか
について分析した後、政策的な対応を考察す
る。 

本研究では、人的資本の偏在がどのような
メカニズムで地域間格差を拡大させる要因
になっているかについて、海外の研究事例、
調査を踏まえながら日本のデータで実証的
に検証し、それをもたらした社会経済的背景
について考察し、理論的分析を行う。また、
教育制度の地域間格差への影響についても
理論的および実証的分析を進める。 

 

３．研究の方法 

地域間格差と地域別社会資本、教育関連資
本との関係について、アンケート調査を用い
た分析を進める。アンケート調査では、企業
を対象とした企業立地行動調査、住民に対す
る居住地選択行動調査によって、地域間格差
の起きる条件を明確にする。また、地域間格
差問題の本質を分析するための、低所得層の
経済状況の分析と社会保障制度の機能に関
するアンケート調査を実施する。そして、教
育と地域間格差との関係を分析するための
アンケート調査を実施する。 

 

４．研究成果 

 本研究によって明らかにされた研究成果
は、次項示す発表論文リストにあるように膨

大にある。その主要なものは以下の通りであ
る。 

（1）地方財政制度、特に地方交付税制度が
地域間格差に与える影響について、インセン
ティブメカニズムを明らかにした研究など 
（2）教育政策の失敗による人的資本蓄積の
低下が雇用可能性を低下させ、格差を拡大し
ていくメカニズムに関する実証研究 
（3）都市計画の策定メカニズムが地域間格
差に与える影響に関する研究 
（4）働き方、処遇、雇用条件、雇用環境と
いった労働市場に関する分析を通じて、格差
が労働市場でどのように作られているのか
を明らかにする研究 
（5）地域コミュニティ機能の低下が、格差
社会のコストを増大させているという問題
を明らかにし、ソーシャルキャピタル論を用
いた地域間格差是正政策のあり方示した研
究等である。特に、これまで経済政策に関す
る議論の中で十分取り扱われてきていなか
った、コミュニティ機能等の社会的システム
とその機能を最大限活性化させ、地域間格差
是正を図ることが、重要な方向性となること
が明らかとなっている。 
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